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 年末となり、ご多忙なことと思います。今年は、労働法関連の改正が多い年でした。労働基準法の

大きな改正もありましたが、今月はやや地味ながら実務では無視できない法改正をお伝えします。 

 

１． 在職老齢年金の扱いが変わりました。（厚生年金保険法） 

【注意すべき場合】 60 歳～64 歳の従業員（以下、対象者）がいる会社 

【どう気を付ける？】 在職老齢年金をもらう人は、給不（標準報酬月額）が低い  

ほど、年金が多くなります。今までの給不減額では「４ヵ月待って」「２等級  

以上、標準報酬等級が下がる」と、年金が多くもらえました。しかし、退職扱 

いとして給不を減額すると、「その月から」「１等級でも標準報酬が下がる」と 

年金が多くもらえるようになりました。対象者の給不減額時には手続きをお忘れなく。 

 

２． 男性の育児休業取得が、従来よりも簡単になる。 

【注意すべき場合】 男性社員が育児休業に入りたいと申し出てきた会社 

【どう気を付ける？】 今までは、男性社員に対して「妻が専業主婦か、会社員でも育児休業中の

場合、本人は育児休業を取得できない。」と労使協定で決めることができました。しかし７月以

降はそれが出来ず、男性社員から育児休業の申し出があると、会社は拒否できなくなっています。 

 業務のマニュアル化や、助成金を活用しての代替人員確保などの事前準備をご検討ください。 

 

３． 国民健康保険に保険料の軽減措置ができる。 

【注意すべき場合】⇒ 希望退職や整理解雇を行った会社 

【どう気を付ける？】⇒会社都合で退職した人の国民健康保険料の負担を軽減するため、所得割が 

３割で計算されます。（他に均等割などもあるので、単純に保険料が 3 割になる訳ではない。） 

会社都合の理由で退職される方にはお知らせしてください。リーフレットは以下にあります。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r98520000004o7v-img/2r98520000004o9d.pdf 

 

４． 障害者雇用の法定雇用率を下回る場合のペナルティ対象が厳しくなる。 

【注意すべき場合】⇒ 従業員 201 人以上の企業で、法定雇用率に達していない会社 

【どう気を付ける？】⇒会社は従業員 56 人ごとに障害者を 1 人雇用しなければいけません。 

 これを満たせない場合、丌足１人につき、納付金として月額 50,000 円が課されます。 

 今までは、納付金の支払いを免除されていた 201 人以上の会社も今年の７月からは、支払うこ 

とになりました。さらに平成 27 年には 101 人以上の会社にも支払い義務が拡大されます。 

該当する企業規模の場合は、障害者雇用について具体的にご検討ください。 

以上 
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